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１．概要

在宅生活を送る障がいを
有する市民

事務事業名称

3 102

目　　　名決算書

地域生活支援事業
予算

頁

事
業
概
要

2

目款 項

目
的

　〇障害者相談支援事業・・・相談支援の実施　　　[対象者：１８歳以上の障害者又は家族]
　〇住宅入居支援事業・・・・・公営や民間の住宅入居を希望する障がい者　　　〔対象：障がいがあっても自立し生活できる者〕
　〇手話通訳者設置事業・・・聴覚障がい者のコミュ二ケーション支援と戸別訪問支援　　　〔対象：聴覚障がい者〕
　〇通訳要約筆記派遣事業・・〔対象：講演会等を聴講する聴覚障がい者〕
　〇日常生活用具給付事業・・住みやすい環境づくりのための助成　　　〔対象：在宅重度障がい者(児）で要件にあてはまる者〕
　〇移動支援事業・・・・・・・・・個別支援型により社会参加、余暇活動のための支援
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　〔対象：屋外での移動が困難な在宅で生活する障がい者（児）]
　〇訪問入浴サービス事業・・身体上の支障があり入浴できない者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔対象：デイサービス等の入浴を受けられない者や介護保険法の適用外の者]
　〇更生訓練費給付事業・・・〔対象：更正訓練を受けている障がい者〕
　〇日中一時支援事業・・・・・日中介護者がいない場合の一時預かり　　　〔対象：在宅障がい者（児）〕
　〇長期休暇支援事業・・・・・夏休み期間中の居場所づくりと保護者の介護軽減　　　〔対象：支援学校・支援学級に在籍する児童生徒〕
　〇手話奉仕員養成事業・・・手話教室の開催　　　〔対象：手話に興味のある一般市民〕
　〇自動車改造助成事業・・・自動車改造に要する費用の助成。10万円を限度とする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔対象：身体障がい者で車を運転することで社会参加が見込まれる者〕
　○療育訓練支援事業・・・発達の遅れを早期に発見し、指導を行う（対象：発達の遅れが心配される未就学児）
　〇地域活動支援センター事業・・日中活動支援　　　〔対象：日中活動を希望する障がい者〕
　〇福祉ホーム運営補助金・・・市が援護する福祉ホームへの運営補助　　　〔対象：福祉ホーム入所者〕
　○その他地域生活事業
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２０～Ｈ２２（決算額）、Ｈ２３（予算現額） ６．H24年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）
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